
検定協会だより
11
令和元年11月
第467号



htt
p:/

/w
ww.jfe

ii.o
r.jp

令
和
元
年
11
月
号

目次
 

巻頭のことば

	 時代の変化と消防
　	 	 東京消防庁消防総監　安藤俊雄

 
消防庁情報

	 令和２年度　消防庁重点施策について
	 総務省消防庁総務課理事官　稲垣英明

 
官庁情報

	 第19回レスキューロボットコンテスト
	 における特別共催と表彰

	 消防庁消防研究センター　佐伯一夢

 
国際会議報告

	 ISO/TC21　国際会議報告
	 警報設備部感知設備課主任検定員　巴　正博

 
協会情報

	 屋外警報装置等の品質評価細則を制定する規程について
	 警報設備部感知設備課

 
おしらせ

	 令和元年度危険物事故防止対策論文募集
	 危険物保安技術協会

	 有効期限を経過した受託評価品目
 

	協会通信・業界の動き・	 	 検定・性能評価・受託評価数量
	 消防庁の動き	 	 （令和元年10月）

	新たに取得された型式一覧	 	
 

１

3

19

28

33

57

59

60 66

64



ば
と
こ
の
頭
巻

－1－

 検定協会だより　令和元年11月

2013年９月の国際オリンピック委員会総会で、2020年のオリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の開催都市が東京に決定してから早いもので６年が経過し、来年７月には競

技大会が開催されます。

観戦チケットの抽選販売が行われた際には、応募者が殺到するなど、今年は東京2020

オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた気運が一気に高まってきていると感じ

ています。

競技会場をはじめ選手村などの大会関連施設の建設も急ピッチで進み、東京消防庁で

は、これらの建物の消防検査等を行い、消防用設備等が適正に設置されているかなどの

安全面について確認を行っているところです。

オリンピック・パラリンピック競技大会のランドマークでもある新国立競技場につい

ても、９月に消防完成検査を実施いたしました。今後は、組織委員会が策定する各競技

会場毎の防災計画について、協議を重ねてまいります。

また、訪日外国人の増加に伴う火災予防対策や大会期間中の消防特別警戒の体制整備

等、開催都市の消防機関として、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を成

功させるための対策に全力で取り組んでいます。

開催前年となりオリンピック関係の各種業務に取り組んでいる中で、ふと、前回の東

京オリンピックが開催された昭和39年頃の消防行政は、どのような状況だったのかが気

になりました。

調べてみたところ、開催前年の昭和38年は日本消防検定協会が設立された年であり、

また、東京オリンピックが開催された昭和39年は検定業務が開始された年に当たります。

検定業務開始から半世紀以上に渡り、消防用機械器具等の品質を保持するため、ご尽

力いただいていることに対し、日本消防検定協会や消防設備業界の方々に感謝申し上げ

ます。

時代の変化と消防

東京消防庁　消防総監

安　藤　俊　雄
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さて、検定業務が開始された昭和39年から今日に至るまでの半世紀の間に、日本の65

歳以上の人口割合は６％程度であったものが、現在では30％近くにまで上昇し、照明器

具は白熱球から蛍光灯を経てＬＥＤに置き換わりました。電話に至ってはダイヤル式黒

電話であったものが、プッシュホン式電話を経てコードレス式電話に変化し、携帯電話

が出現すると自宅に固定電話を置かず、スマートフォンのみを使用する人が多くなるな

ど、科学技術の発展とともに日本の社会状況や生活環境は大きく変化しました。

このような時代の変化を受け、消防の世界も大きな変化を遂げてきました。

昭和の時代は、消防法及び政省令に定める仕様書規定が原則とされてきました。

平成になり、技術革新や社会経済活動の多様化等から、各種規制に際し柔軟な対応が

必要となりました。消防においても安全規制は仕様書規定的な定めに加え、その技術基

準を定めている思想や必要性に立ち返り、必要な性能を定めるにとどめるべきであると

いう性能規定化の方針により、消防用設備等に係る技術基準において性能規定の導入が

図られました。

また、消防法改正に伴う日本消防検定協会の業務の見直しにより、技術上の基準に定

めがないものの消防用機械器具等として優れた機能を持つ新技術が開発された場合、依

頼に応じ、これを評価する「特定機器評価」の仕組みも整備されました。

照明器具や電話などの進化に合わせて消防用設備等も進化し、誘導灯の光源は蛍光灯

からＬＥＤに、自動火災報知設備は有線式の設備に加えて無線式設備も出現しました。

令和になった現在、東京消防庁は日本消防検定協会において「特定機器評価」を取得

したスプリンクラー設備や避難器具などの設置については、庁内委員会において消防法

施行令第32条の基準の特例の適用について個別に検討することとするなど、消防用機械

器具等として優れた機能を持つ新技術を用いた設備の設置を促進することとしています。

総務省消防庁は、東南アジアなどの新興国に対して、日本製の消防用機器等の品質を

担保する日本規格・認証制度等を積極的にＰＲし、日本の規格・認証制度等の普及を促

進し、日本規格に適合した消防用機器等の国際的な競争力強化を図ることとしています。

消防設備業界においては、高性能型消火器を開発し、日本消防検定協会で型式承認を

受け、その販売を開始するなど、新たな動きが出てきています。

今後、消防を取り巻く環境は、人口減少社会の到来などの社会情勢の変化やＩＣＴ技

術を始めとする技術の急速な進展により益々複雑・多様化していくものと思われます。

昭和から平成、令和と時代は流れてきましたが、今後も地域の安全・安心を確保して

いくためには、日本消防検定協会をはじめとする各消防関係団体や事業者などの消防業

界、そして当庁を含めた消防機関が、これまで以上に科学技術の発展と社会情勢の変化

に迅速に対応し、連携して社会的使命を果たしていくことが重要と考えます。
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消防庁情報

令和２年度　消防庁重点施策について

近年、我が国では、平成30年７月豪雨等の風水害や、同年９月の北海道胆振東部地震

といった震度７クラスの極めて大きな地震が発生しており、また、長野県及び群馬県で

相次いで発生した消防防災ヘリコプターの墜落事故や、京都市伏見区での爆発火災、北

朝鮮によるミサイル発射事案等、消防庁で対応すべき災害等が非常に多くなっている。

こうした状況を踏まえ、緊急消防援助隊の災害対応能力の強化及び常備消防力の強化

を図るとともに、引き続き、地域防災力の中核となる消防団及び自主防災組織等の充実

強化を行い、また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会といった国際的

な大規模イベントに向けた体制整備を図ることなどを内容とした施策を重点的に推進す

るための概算要求を行ったところである。以下、これらについて見ていくこととする。

なお、文中意見にわたる部分については、筆者の私見であることをあらかじめお断り

しておく。

⑴　大規模災害に備えた緊急消防援助隊等の充実強化

【施策概要】

①　緊急消防援助隊設備整備費補助金　49.9億円（令和元年度　49.9億円）

②　拠点機能形成車の整備　4.0億円（令和元年度　1.3億円）

③　化学剤遠隔検知装置の整備　1.4億円【新規】

④　緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練の実施　0.9億円（令和元年度　0.8億円）

⑤　消防防災航空隊の充実強化に関する調査・検討　0.4億円（令和元年度　0.4億円）

緊急消防援助隊は、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、大規

模・大規模特殊災害発生時の人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施する消防の応援体

制を国として確保することを目的に、同年６月に創設されたものである。平成31年４月

１日時点で、全国で6,258隊が登録されており、平成30年７月豪雨や北海道胆振東部地

総務省消防庁総務課理事官

稲 垣 英 明
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震を含め、創設以来、これまでに38回出動している（平成31年４月１日現在）。

今後も、複雑化・大規模化する災害において効果的・効率的に救助・救援活動を行う

ためには、車両・資機材の整備や部隊編成・部隊運用の強化等による緊急消防援助隊の

機能強化が必要であり、令和２年度予算の概算要求では、緊急消防援助隊設備整備費補

助金を引き続き要求するとともに、大型エアーテントの設営や食事・トイレ・シャワー

等の提供により部隊の活動を後方支援する「拠点機能形成車」について、消防組織法第

50条の規定に基づく無償使用制度を活用して整備を図ることとしている。

また、テロ等のＮＢＣ災害に備えるため、遠隔地から昼夜を問わず即時に広範囲の化

学剤等を検知することが可能な「化学剤遠隔検知装置」を整備するとともに、緊急消防

援助隊地域ブロック合同訓練を引き続き実施することとしている。

そのほか、長野県及び群馬県で相次いで発生した消防防災ヘリコプターの墜落事故を

踏まえ、操縦士の養成・確保や共同運航体制の構築に向けた検討など、消防防災航空隊

の充実強化に向けた調査・検討を行うこととしている。

（資料１）

「緊急消防援助隊基本計画」に基づき部隊を増強させるため、車両・資

機材等を整備

(1)大規模災害に備えた緊急消防援助隊等の充実強化

※平成31年4月1日時点 6,258隊

資料１

④ 緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練の実施
0.9億円（令和元年度 0.8億円）

① 緊急消防援助隊設備整備費補助金
49.9億円（令和元年度 49.9億円）

緊急消防援助隊の技術及び連携活動能力を向上させるため、地域ブロック
合同訓練を実施

南海トラフ地震等の大規模災害に備えるための後方支援体制を充実強化

② 拠点機能形成車の整備 4.0億円〈３台〉（令和元年度 1.3億円）
【拠点機能形成車】

大型エアーテントやトイレ等
の長期間の消防応援活動
に対応した資機材を搭載

【緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練】

⑤ 消防防災航空隊の充実強化に関する調査・検討
0.4億円（令和元年度 0.4億円）

【化学剤遠隔検知装置（イメージ図）】

③ 化学剤遠隔検知装置の整備 1.4億円〈２台〉【新規】

ＮＢＣ災害に備えるための装備を充実強化

消防防災ヘリコプター操縦士等の養成・確保策及び共同運行体制の構築に
関する調査・検討を実施
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⑵　様々な災害に対応するための常備消防力等の充実強化

【施策概要】

（a）常備消防力の充実強化

①　市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進　0.3億円（令和元年度　0.2億円）

②　消防防災施設整備費補助金　14.1億円（令和元年度　13.5億円）

③　新型実火災体験型訓練施設の整備　1.5億円【新規】

消防の広域化については、平成18年に消防組織法に位置づけた後、これまで２期10年

以上にわたる取組の結果、52地域において広域化が実現し、平成７年に931本部あった

消防本部の数は726本部（平成31年４月現在）まで減少している。一方で、小規模な消

防本部は未だ多数存在することから、平成30年４月には「市町村の消防の広域化に関す

る基本指針」を改正し、推進期限を平成36年４月１日までとしたところであり、消防力

の維持・強化に向けて、市町村の消防の広域化及び連携・協力に係る取組を引き続き推

進することとしている。

消防防災施設整備費補助金については、地方公共団体における活動火山対策避難施設

のほか、耐震性貯水槽、備蓄倉庫（地域防災拠点施設）、救助活動等拠点施設、広域訓

練拠点施設等の住民生活の安心・安全を確保するための施設整備を促進するため、引き

続き必要な経費を要求している。

また、近年、ベテランの消防職員の大量退職や、火災件数の減少により、現場指揮者

となる消防職員の経験値不足が顕著となってきていることから、消防大学校では、全国

の消防学校教官等の教育訓練指導者に対する火災進展状況や、緊急退避の判断力を養う

訓練を強化するため、新型の実火災体験型訓練施設を整備することとしている。

【施策概要】

（b）地方公共団体の災害対応能力の強化

①　小規模市町村の全庁的な災害対応に係る実践的な訓練等　 0.1億円【新規】

②　火山噴火に係る住民等避難の対応への支援等　 0.3億円【新規】

大規模な災害が発生した場合には、被災地の市町村は災害対策を推進するための司令

塔機能を担うこととなるが、市町村自体が被災するケースも考えられることから、被災

した市町村が、災害により大幅に増大する行政需要に的確に対応するため、応援職員を
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円滑に受け入れることも含め、その機能を継続的に確保するため、地方公共団体の受援

計画、業務継続計画（ＢＣＰ）等の策定を支援する。特に小規模市町村では、専任の防

災担当職員が０人またはごく少数といった団体も多く、災害対応能力の強化が必要であ

ることから、全庁的な災害対応に係る実践的な訓練を実施するためのモデル事業を行う。

そのほか、火山噴火のおそれがある市町村が住民の避難行動計画を策定する場合、避

難誘導や救出・救助活動等を迅速かつ確実に行うための住民の位置や人数の特定方法、

避難誘導の主体、誘導の方法などについて課題があることから、現地調査を行いながら

検討を行い、適切な計画の策定を支援することとしている。

【施策概要】

（c）救急体制の確保

①　♯7119の全国展開等による救急需要対策の充実強化

　0.2億円（令和元年度　0.2億円）

平成30年中の救急出動件数は、約661万件、搬送人員数は約596万人と過去最多となり、

高齢化等を背景に今後も増加が見込まれていることから、救急車の適正利用は喫緊の課

(a)常備消防力の充実強化

(2)様々な災害に対応するための常備消防力等の充実強化

(c)救急体制の確保

① 市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進 0.3億円（令和元年度 0.2億円）

救急車の適正利用を促すため、救急安心センター事業（♯7119）の全国
展開を推進するとともに、救急活動記録のデジタル化等を検討

① ♯7119の全国展開等による救急需要対策の充実強化
0.2億円 （令和元年度 0.2億円）

各地域の多様な消火・救急・救助ニーズに的確に対応するため、消防の広域化や
消防業務の一部の連携・協力など、地域の実情に応じた柔軟な対応を推進

住民生活の安心・安全を確保するため、防火水槽（耐震性貯水槽）等の消防防災
施設の整備を促進

資料２

② 消防防災施設整備費補助金 14.1億円（令和元年度 13.5億円）

① 小規模市町村の全庁的な災害対応に係る実践的な訓練等 0.1億円【新規】

② 火山噴火に係る住民等避難の対応への支援等 0.3億円【新規】

(b)地方公共団体の災害対応能力の強化

消防大学校において、消防学校教官等の教育訓練指導者に対する火災進展状況や
緊急退避の判断力を養う訓練を充実強化

③ 新型実火災体験型訓練施設の整備 1.5億円【新規】

（実施地域：15地域）
宮城県、茨城県、埼玉県、東京都､新潟県、大阪府､奈良県､鳥取県、山口県、福岡県、
札幌市（周辺含む）､横浜市､神戸市周辺、和歌山県田辺市周辺、 広島市周辺

具体的な避難実施要領策定等の支援、降灰による消防活動への影響評価等
を実施

【耐震性貯水槽】

【実火災体験型訓練(ホットトレーニング)】

【救急安心センター事業（#7119）イメージ図】

実践的な訓練（地震・津波・土砂災害等）等を実施し、災害対応時の指針
となる手引きを作成



－7－

 検定協会だより　令和元年11月

題である。このため、消防庁では、救急安心センター事業（#7119）の全国展開や、全

国版救急受診スマホ用アプリ（Ｑ助）の活用を推進しているところであり、引き続き普

及促進を図るとともに、各消防本部における取組状況についてフォローアップを実施し、

救急車の適正利用を推進していく。

（資料２）

⑶　地域防災力の中核となる消防団及び自主防災組織等の充実強化

【施策概要】

（a）消防団の充実強化に向けた支援

①　消防団の体制に関する中期的な計画策定モデル事業　0.9億円【新規】

②　消防団の連携等の支援　 1.4億円（令和元年度 　0.5億円）

消防団は、「地域密着性」、「要員動員力」、「即時対応力」といった特性を有し、これ

までに発生した災害の際にも、発災直後から住民の安否確認、救助活動、消火活動、避

難誘導等に従事するなど、地域における消防防災体制の中核的な存在として、地域住民

の安心・安全確保のために極めて大きな役割を果たしてきたが、一方で、消防団員数は

年々減少している。こうした状況を踏まえ、本年４月、総務大臣名で各都道府県知事・

市町村長に対し、地域防災力の一層の充実強化について書簡を発出したところである。

その中では、団員の確保に向けた取組を引き続き進めることに加え、新たに、消防団の

体制についての定量的な目標を設定した上で、その充実を図るよう要請している。

これを受け、令和２年度には、消防団員数や装備の改善など、定量的な目標を含む消

防団の中期的な計画を先駆的に策定する取組に対して支援し、こうした策定の動きを全

国的に広げていくこととしている。

あわせて、消防団が、地域の住民組織等と連携して行う防災の取組を支援する事業も

行いながら、消防団に対する地域の理解を一層深め、入団促進につなげていく。

【施策概要】

（b）消防団への加入促進等や自主防災組織等の活性化

①　企業・大学等との連携による女性・若者等の消防団加入促進支援事業　

1.7億円（令和元年度　1.2億円）
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②　全国女性消防団員活性化大会　0.2億円（令和元年度　0.2億円）

③　女性消防団員等の活躍加速支援事業　0.4億円（令和元年度　0.4億円）

④　救助用資機材等の安全で円滑な利用に向けた技術講習等の実施　0.7億円【新規】

⑤　自主防災組織の活性化への支援等　0.5億円【新規】

消防団員の約７割が被用者団員である現状等を踏まえ、消防庁では、「消防団協力事

業所」の普及など、企業を対象とした取組を積極的に進めてきたところである。また、

学生の消防団への加入促進に向けては、「学生消防団活動認証制度」の普及を図るとと

もに、大学・専門学校等での説明会の開催や部活動・サークル等と連携した学生の勧誘

活動を行うよう地方公共団体に働きかけてきたところである。今後も、引き続き企業や

大学と連携した消防団への加入促進の取組を推進することとしているが、令和２年度の

モデル事業では、新たに自治体間で連携して入団促進を行う取組も支援対象とすること

を想定している。

このほか、女性消防団員の活躍促進に向けたシンポジウム開催や学習・啓発教材の配

布等を行うとともに、救助用資機材等の技術講習の実施や、自主防災組織の活性化への

支援を行うこととしている。（資料３）

⑤ 自主防災組織の活性化への支援等 0.5億円【新規】
自主防災組織等の活性化のため、アドバイザーの派遣、都道府県単位等の

連絡協議会の設立の支援等を実施

(a)消防団の充実強化に向けた支援

(b)消防団への加入促進等や自主防災組織等の活性化

(3)地域防災力の中核となる消防団及び自主防災組織等の充実強化

資料３

事業所の従業員や女性・若者等の入団を促すため、新規分団の設立等支援を
実施するとともに、新たに自治体間で連携して入団促進を行う事業を支援

④ 救助用資機材等の安全で円滑な利用に向けた技術講習等の実施 0.7億円【新規】
消防団の災害対応能力の向上を図るため、救助用資機材等の技術講習等を実施

① 消防団の体制に関する中期的な計画策定モデル事業 0.9億円【新規】
将来の人口見通し等を踏まえ、消防団員数や装備の改善など、定量的な

数値目標を含む消防団の中期的な計画の策定を支援

② 消防団の連携等の支援 1.4億円（令和元年度 0.5億円）

【企業との連携イメージ（建設業に従事する
消防団員の防災訓練参加）】

消防団が中心となって、地区防災計画を策定した地区等で、自主防災組
織等との連携により活動し、消防団員の確保等に資する事業を支援等

① 企業・大学等との連携による女性・若者等の消防団加入
促進支援事業1.7億円（令和元年度 1.2億円）

② 全国女性消防団員活性化大会 0.2億円（令和元年度 0.2億円）
③ 女性消防団員等の活躍加速支援事業 0.4億円（令和元年度 0.4億円）

・消防団の体制に関
する中期的な計画の
策定

・消防団が中心とな
り、地区防災計画を
策定した地区等で自
主防災組織等との連
携により活動 など

地方公共団体

【消防団に対する支援事業のイメージ
（地域防災力の充実強化）】

国

・大臣書簡（H31.4）
地域防災力の充

実強化に向けた地
域の多様な主体と
の議論を要請

・支援（財政上の
措置等）
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⑷　火災予防対策の推進

【施策概要】

（a）火災予防対策の推進

①　火災予防の実効性向上、違反是正推進による安心・安全の確保

0.4億円（令和元年度　0.3億円）

建築物の中には、駐車場や電気室のように燃料等による火災が想定される部分や放水

による二次災害のおそれがある部分があり、これらの部分にはスプリンクラー設備に代

えて、泡消火設備、不活性ガス消火設備等の特殊な消火設備が設置されている。他方、

泡消火薬剤の一部に含まれるフッ素化合物が環境面から国際的に規制され、今後、国内

でも製造・輸入の禁止、使用の制限等がなされる可能性もある。このような状況を踏ま

え、新たな消火設備等の技術的基準に関する検討を行うこととしている。

また、消防法令に係る違反処理事例の収集や効率的かつ確実に違反処理業務を行うた

めの手法等について検討を行うこととしている。

【施策概要】

（b）危険物施設等の安全対策の推進

①　危険物施設の自然災害対策等に関する検討　0.9億円【新規】　

②　過疎地域等の燃料供給インフラの維持に向けた安全対策

0.3億円（令和元年度　0.1億円）

③　石油コンビナート等における防災・減災対策　1.4億円（令和元年度　1.2億円）

危険物施設の長期使用を踏まえ、高経年化による腐食・劣化等を原因とする事故件数

が増加しており、効果的な予防保全に係る方策や危険物取扱者の保安講習カリキュラム

の見直し、危険物施設における風水害等の自然災害対策の検討することとしている。

また、過疎地域等における燃料供給インフラについて、安全性を確保した上で適切に

維持するため、新たな技術を活用し、人手不足の克服、安全かつ効率的な事業運営や新

たなサービス創出を可能とする規制のあり方等について、引き続き検討を進めることと

している。

そのほか、石油コンビナート等における防災・減災対策については、石油タンクの地

震被害の高精度予測手法の研究開発や、石油タンクの火災規模や油種の違いによる泡消
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火性能の検討等を行うこととしている。

（資料４）

⑸　消防防災分野における女性の活躍促進

【施策概要】

（a）女性消防吏員の更なる活躍推進

①　女性消防吏員の更なる活躍推進　0.8億円（令和元年度　0.4億円）

消防本部における女性職員は、昭和44年に初めて採用されて以降、年々少しずつ増加

してきているが、平成31年４月現在（速報値）でもその割合は約2.9％にとどまっており、

依然として低い水準にある。消防庁では、令和８年度当初までの女性消防吏員の割合を

５％まで引き上げることを共通目標として示し、全国の消防本部に対して、数値目標を

設定した上での女性消防吏員の計画的な増員等を要請している。

令和２年度は、女子学生を対象とした職業説明会の開催や消防本部の先進的取組の支

(a)火災予防対策の推進

(b)危険物施設等の安全対策の推進

(4)火災予防対策の推進

① 火災予防の実効性向上、違反是正推進による安心・安全の確保
0.4億円（令和元年度 0.3億円）

③ 石油コンビナート等における防災・減災対策 1.4億円 （令和元年度 1.2億円）

石油タンクの地震被害高精度予測等の技術を活用することにより、石油
コンビナート等における災害対策の充実強化を推進

資料４

過疎地域等の地域特性を踏まえた新しい燃料供給体制の構築を見据え、
AI・IoT等の新技術を活用した給油取扱所の安全対策のあり方について検討

② 過疎地域等の燃料供給インフラの維持に向けた安全対策
0.3億円（令和元年度 0.1億円）

各種建築物等における防火安全対策の実態調査等による火災予防の
実効性向上及び規制体系の検証・見直しや立入検査による消防法令に
係る違反是正等を推進

【H30.7月 東京都多摩市における
建物火災】

【H30.12月 札幌市爆発火災】

高経年化による腐食・劣化等を原因とする事故件数の増加等を踏まえ、
効果的な予防保全に係る方策や危険物取扱者の保安講習カリキュラムの
見直し、危険物施設における風水害等の自然災害対策について検討

① 危険物施設の自然災害対策等に関する検討 0.9億円【新規】

【石油コンビナート等自衛防災組織による防災訓練】

【新技術（ドローン等）を活用した効果的な予防保全の例】



－11－

 検定協会だより　令和元年11月

援（モデル事業）に加え、新たな広報媒体の活用を含む女性消防吏員ＰＲ広報や、消防

本部の幹部向け説明会の新規開催など、消防本部への支援を引き続き行うこととしてい

る。

【施策概要】

（b）消防団への女性・若者等の加入促進

①　企業・大学等との連携による女性・若者等の消防団加入促進支援事業（再掲）　

1.7億円（令和元年度　1.2億円）

②　全国女性消防団員活性化大会（再掲）　0.2億円（令和元年度　0.2億円）

③　女性消防団員等の活躍加速支援事業（再掲） 0.4億円（令和元年度　0.4億円）

詳細については、「(3)(b) 消防団への加入促進等や自主防災組織等の活性化」を参照。

（資料５）

(a)女性消防吏員の更なる活躍推進

(5)消防防災分野における女性の活躍促進

消防吏員を目指す女性の増加を図るため、女子学生を対象とした職業説
明会の開催や消防本部の先進的取組の支援（モデル事業）に加え、新たな
広報媒体の活用を含む女性消防吏員ＰＲ広報や消防本部の幹部向け説明会
の新規開催等消防本部への支援を強化

① 女性消防吏員の更なる活躍推進 0.8億円 （令和元年度 0.4億円）

(b)消防団への女性・若者等の加入促進

資料５

【女性消防吏員の採用ポスター】

【女性消防団員募集ポスター】

① 企業・大学等との連携による女性・若者等の
消防団加入促進支援事業（再掲） 1.7億円（令和元年度 1.2億円）

② 全国女性消防団員活性化大会（再掲） 0.2億円（令和元年度 0.2億円）

③ 女性消防団員等の活躍加速支援事業（再掲）
0.4億円（令和元年度 0.4億円）
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⑹　防災情報の伝達体制の充実強化

【施策概要】

①　災害時の情報伝達体制の充実強化　0.2億円（令和元年度　0.2億円）

②　防災情報システムの標準化に関する調査・検討　0.4億円【新規】

③　J アラートの運用・保守・更改　10.8億円（令和元年度　4.8億円）

災害発生時における市町村長による避難勧告・避難指示等の情報は住民が避難を判断

する上で重要な要素となるところ、豪雨災害時などにおいては、防災行政無線の屋外ス

ピーカーからの放送が聞こえづらいという指摘がなされることがある。住民に確実かつ

迅速に防災情報を伝達するためには、防災行政無線、緊急速報メール、コミュニティＦ

Ｍ、Ｌアラートなどの多様な手段を組み合わせて伝達することが重要となる。こうした

ことを踏まえ、消防庁では、専門知識を有するアドバイザーの派遣等を通じて防災行政

無線の戸別受信機等の整備を促進することとしている。

また、地方公共団体は、それぞれ独自に防災情報システムを導入しているが、現状、

消防庁では災害時の避難勧告等の発令状況や被害状況等を地方公共団体からＦＡＸ等を

(6)防災情報の伝達体制の充実強化

地方公共団体における戸別受信機等の災害情報伝達手段の整備に係
る課題共有・解決を図るため、通信等の技術に関する専門的な知見を
有するアドバイザーを派遣

① 災害時の情報伝達体制の充実強化
0.2億円（令和元年度 0.2億円）

資料６

近年、大規模地震、豪雨等の自然災害が多発する状況を受け、地方
公共団体等のニーズを踏まえ、国民に対する基幹的な情報伝達手段で
あるＪアラートの機能を強化

③ Jアラートの運用・保守・更改 10.8億円（令和元年度 4.8億円）

② 防災情報システムの標準化に関する調査・検討 0.4億円【新規】

大規模災害時に国及び地方において、最新の情報を円滑に共有でき
る体制を構築するため、防災情報システムのあり方に関する基礎的な

調査・検討を実施

【情報伝達手段の多重化】

【Jアラートによる情報伝達】
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中心とした手段により把握し、手入力によりとりまとめている。より大規模な災害や複

数の災害の同時発生等に備え、最新の情報を円滑に共有できる体制を構築する必要があ

ることから、防災情報システムのあり方に関する基礎的な調査・検討を行うこととして

いる。

そのほか、近年の大規模地震や豪雨等の自然災害が多発する状況を受け、地方公共団

体等のニーズを踏まえ、国民に対する基礎的な情報伝達手段であるＪアラートの運用・

保守・更改に係る経費についても要求している。

（資料６）

⑺　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた安心・安

全対策の推進

【施策概要】

①　テロ対策対応資機材の整備等による消防・救急体制の構築　

7.2億円（令和元年度　2.6億円）

②　国民保護共同訓練の充実強化　1.2億円（令和元年度　1.1億円）

③　国民保護体制の整備　0.2億円（令和元年度　0.2億円）

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における消防・救急体制に万全を

期すため、応援体制の構築及びＮＢＣテロ等に対応するための資機材等の整備に係る経

費を要求している。

また、テロへの対処能力の向上のため、引き続き、国・地方公共団体の対策本部の運

営及び相互の連絡調整など、国民保護共同訓練を実施するとともに、地方公共団体によ

る避難実施要領の作成を促進するなど、国民保護体制の整備を図ることとしている。

（資料７）
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⑻　消防防災分野における消防用機器等の海外展開の推進及び科学技術の

活用

【施策概要】

（a）消防用機器等の海外展開の推進

①　日本規格に適合した消防用機器等の競争力強化　0.2億円（令和元年度　0.2億円）

②　国際消防防災フォーラムを活用した消防防災インフラシステムの海外展開の推進

0.6億円（令和元年度　0.1億円）

日本の規格に適合し、優れた品質を有する消防用機器等が諸外国において導入される

よう、特に東南アジアを中心とした新興国に対して、日本製の消防用機器等の品質の高

さを支える日本規格・認証制度等を積極的にＰＲし、日本の規格・認証制度等の浸透・

導入を促すことにより、日本規格に適合した消防用機器等の国際的な競争力強化を図っ

ていく。

また、経済発展や都市化が進展し、これまで以上に高度な消防防災体制の構築が必要

とされるアジア諸国の消防防災能力向上に資するため、我が国がこれまで培ってきた消

防防災技術、制度等に係る知見を提供する「国際消防防災フォーラム」を開催するとと

(7)2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に向けた安心・安全対策の推進

地方公共団体による避難実施要領の作成を促進

【国と地方公共団体の共同訓練】

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における消防・救急
体制に万全を期すため、応援体制の構築（各会場において40隊200名の警
戒体制を想定）及びＮＢＣテロ等に対応するための資機材等の整備を推進

（応援体制構築や資機材等整備に必要な経費を補助）

資料７

① テロ対策対応資機材の整備等による消防・救急体制の構築
7.2億円（令和元年度 2.6億円）

② 国民保護共同訓練の充実強化 1.2億円（令和元年度 1.1億円）

③ 国民保護体制の整備 0.2億円（令和元年度 0.2億円）

【Ｇ２０大阪サミット消防特別警戒】

※オリンピックは42競技会場、パラリンピックは21競技会場

テロへの対処能力の向上のため、25団体（予定）において国民保護共同
訓練を実施
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もに、この機会を捉えて、日本の消防用機器、消防車両や資機材等の海外展開を促進し、

我が国の消防防災インフラシステムの海外展開を推進することとしている。

【施策概要】

（b）科学技術の活用による消防防災力の強化

①　消防防災科学技術研究推進制度　1.9億円（令和元年度　1.4億円）

②　消防ロボットシステムの実証配備による最適化改良・量産型仕様策定

1.0億円（令和元年度　0.5億円）

③　ドローン等を活用した画像分析等による災害（土砂災害等）時の消防活動能力向

上に係る研究開発　0.5億円（令和元年度　0.5億円）

④　火災延焼シミュレーションの高度化に関する研究開発　

0.6億円（令和元年度 0.7億円）

⑤　消火活動時の殉職・受傷事故を防止するための研究開発　0.2億円【新規】

消防防災分野において様々な研究が行われているが、その研究成果が製品化されるま

でに至らない事例も見られることから、研究成果と製品化企業とのマッチングを支援す

ることにより、消防防災分野における最新の研究成果が社会実装化されるよう取組を推

進していく。

消防ロボットシステム（『スクラムフォース』）については、石油コンビナートなどの

エネルギー・産業基盤施設における大規模火災等、消防隊員による消火、延焼防止活動

が不可能な特殊災害に対応するため、平成26年度から５年間かけて消防研究センターで

研究開発したものであり、今年度、市原市消防局で実証配備をしたところである。令和

２年度には、量産型の開発に向け、量産型仕様をとりまとめる予定であり、実証配備に

おける訓練や実戦による更なる活用のための最適化の検討を行うこととしている。

そのほか、上空からの画像情報分析による救助活動の迅速化や夜間における情報収集

の実施など、ドローン等を活用した消防活動能力の向上に係る研究開発や、市街地火災

に対する効果的な予防と消火活動を行うために、火災延焼シミュレーションの高度化に

関する研究開発を引き続き実施することとしている。また、現場経験の浅い職員が増え

ている状況の中で、消火活動時における消防職員の殉職・受傷事故等が発生しているこ

とを踏まえ、火災現場環境の可視化や火災進展の予測能力の向上に向けた研究開発を実

施することとしている。

（資料８）
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(a)消防用機器等の海外展開の推進

(8)消防防災分野における消防用機器等の海外展開の推進及び科学技術の活用

資料８

② 国際消防防災フォーラムを活用した消防防災インフラシステムの
海外展開の推進 0.6億円（令和元年度 0.1億円）

① 日本規格に適合した消防用機器等の競争力強化
0.2億円（令和元年度 0.2億円）

(b)科学技術の活用による消防防災力の強化

① 消防防災科学技術研究推進制度 1.9億円（令和元年度 1.4億円）

新たな技術の研究開発に対する支援に加え、製品化に係る取組についても
支援することにより、実用化を推進

日本製品の海外展開を推進するため、ベトナムをはじめ幅広く東南アジア
諸国等に対し、日本の規格・認証制度の普及を推進するとともに、日本企業
の製品を紹介する場を提供

【ベトナムと消防分野における協力覚書を締結】

【消防防災科学技術研究推進制度の研究
成果（高水圧駆動カッター）】

【フォーラムにおいてフィリピン消防局職員へ日本製品を紹介】

資料８（続き）

④ 火災延焼シミュレーションの高度化に関する研究開発
0.6億円（令和元年度 0.7億円）

上空からの画像情報分析による救助活動の迅速化や夜間における情報収集の実施など、
ドローン等を活用した消防活動能力向上に係る研究開発の実施

【火災延焼シミュレーション】

③ ドローン等を活用した画像分析等による災害（土砂災害等）時の
消防活動能力向上に係る研究開発 0.5億円（令和元年度 0.5億円）

市街地火災に対する効果的な予防と消火活動を行うために、火災延焼シミュレー
ションの高度化に関する研究開発を実施

② 消防ロボットシステムの実証配備による最適化改良・量産型仕様策定
1.0億円（令和元年度 0.5億円）

石油コンビナート等での大規模な爆発・火災を想定し研究され、平成30年度に完成
し､配備を開始した消防ロボットシステム：スクラムフォース（プロトタイプ）の最適
化や量産型の仕様の策定のための研究開発を実施

【消防ロボットの実証配備】

消火活動時における受傷事故等の防止を目的として、火災現場環境の可視化や火災
進展の予測能力向上に向けた研究開発を実施

⑤ 消火活動時の殉職・受傷事故を防止するための研究開発 0.2億円 【新規】
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⑼　被災地における消防防災体制の充実強化

【施策概要】

（a）被災地における消防防災施設の復旧への支援

①　消防防災施設災害復旧費補助金　3.2億円（令和元年度 18.4億円）

②　消防防災設備災害復旧費補助金　0.9億円（令和元年度　4.1億円）

東日本大震災により被害を受けた消防庁舎、無線施設、消防車等の消防防災施設・設

備については、その早期復旧を支援するため、「東日本大震災に対処するための特別の

財政援助及び助成に関する法律」第７条の規定により、事業費の３分の２を補助するこ

ととされており、地方公共団体からの要望に基づき、引き続き補助金により支援を行う

こととしている。

【施策概要】

（b）被災地における消防活動の支援

①　原子力災害避難指示区域消防活動費交付金　2.8億円（令和元年度　4.0億円）

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い設定された避難指示区域においては、田畑や

空き地に雑草等が繁茂して住宅地に連続する状況にある一方、住民不在のため消防機関の

火災覚知が遅れがちであり、かつ、消防団等による消防力確保も期待できないことから、

火災が大規模化するおそれが強い。そこで、当該区域における大規模林野火災等の災害に

対応するための消防活動や当該区域への広域消防応援活動を支援するため、地方公共団体

からの要望に基づき、引き続き交付金により支援を行うこととしている。

（資料９）
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被災地における消防防災体制の充実強化

(a)被災地における消防防災施設の復旧への支援

(b)被災地における消防活動の支援

＜福島県外の都道府県・消防本部＞

ヘリ・消防車両等による活動

東日本大震災により被害を受けた消防庁舎や消防団拠点施設等の
消防防災施設・設備の復旧を支援

① 消防防災施設災害復旧費補助金 3.2億円 （令和元年度 18.4億円）
② 消防防災設備災害復旧費補助金 0.9億円 （令和元年度 4.1億円）

避難指示区域における大規模林野火災等の災害に対応するための
消防活動等を支援

ア 避難指示区域の消防活動に伴い必要となる消防車両等の整備等を
支援

イ 福島県内消防本部の消防車両等及び福島県外からのヘリコプター
による消防応援活動に要する経費を支援

ウ 福島県内外の消防本部等の消防応援に係る訓練の実施に要する
経費を支援

① 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金
2.8億円 （令和元年度 4.0億円）

【消防庁舎復旧事業】
大船渡地区消防組合大船渡消防署

三陸分署綾里分遣所

資料９

＜福島県・県内消防本部＞

ヘリ・消防車両等による活動

福島県

＜福島県外の都道府県＞

ヘリによる活動

大規模な林野火災等が発生した場合

避難指示区域

【被災地における消防活動の支援】
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１．はじめに

令和元年８月10日（土）、11日（日）の

２日間にわたり、神戸サンボーホールに

て第19回レスキューロボットコンテス

トが開催された（図-1）。レスキューロ

ボットコンテスト（略称：レスコン）は、

1995年の兵庫県南部地震を契機とするレ

スキューロボットの研究の中から生まれ

たロボットコンテストで、人材育成とと

もに防災や災害対応に関する社会啓発で

科学技術の裾野を広げ、レスキュー工学

などの技術の発展を願って毎年開催され

ている1)。

消防庁は、自治体消防制度60周年記念

事業の一環として、平成20年に開催され

た第８回のレスコンを特別共催として支

援した。翌年の平成21年に開催された第

９回のコンテストからは、日本消防検定

協会も特別共催し、消防庁長官賞に加え

て日本消防検定協会理事長賞を設け、そ

れ以降毎年支援を続けている。今年も消

防庁と日本消防検定協会が特別共催し、

この２つの賞を授与した。８月に開催さ

れた競技会本選の前に、２会場で競技会

予選が開催され、予選競技と本選競技の

結果をふまえて授与チームが選定された。

本稿では、特別審査員として筆者がみて

きた、今年の競技会の様子と表彰の結果

について紹介する。

２．レスコン競技の概要と特徴

競技は地震で被災した市街地の１/ ６

スケールの「実験フィールド」で行われ、

参加チームは各々が製作したロボットを

消防庁消防研究センター　佐伯一夢

第19回レスキューロボットコンテスト

における特別共催と表彰

図-1　第19回レスキューロボットコンテスト本選競技会会場の様子
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操縦し、フィールドに配置された「レ

スキューダミー（愛称：ダミヤン、図

-2）」を救出する。図-3に、今年の競技

会本選の実験フィールドを示す。実験

フィールドには、各チームに対してそれ

ぞれ２体もしくは３体のダミヤンがラン

ダムに配置されており、競技開始前に実

験フィールド上空に固定された「ヘリテ

レ」カメラの映像を見て、ダミヤンの位

置を推定し、どのような機能のロボット

を、どのように運用して救出するかなど

の計画をたてる。地震で木造２階建ての

１階部分が押しつぶされるように倒壊し

た状況を模した「家ガレキ」の２階で救

助を待つような状況や、倒壊した建物の

ガレキの隙間で救助を待つような状況な

図-2　要救助者を模擬したレスキューダミー

（愛称、 ダミヤン。 左図は筆者の iPhone でダミヤン胸部の QR コードを読み取った様子。）

図-3　競技会本選の実験フィールドの様子
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ど各競技の難易度に応じてダミヤンの配

置が考えられている。競技では、これら

のダミヤンの救出をどのようなコンセプ

トで実施するか、また実際の競技でどれ

だけ早くかつやさしく救出を行えたかが

定量化され、評価される。

この定量評価では、救出中のダミヤン

に対する衝撃や圧迫度合いなどのダメー

ジ量と救出状況が定量化、点数化される。

ダミヤンには、身体を圧迫された際の圧

力や、首や手足の関節の曲がり具合を測

るためのセンサが内蔵されており、ロ

ボットやガレキとの接触など、救出、搬

送中に身体に負担がかかる量がダメージ

として蓄積され、減点方式で点数化され

る。つまり競技中のダミヤンの体力が数

値化されたものであり、コンテストでは

この点数は「フィジカルポイント」とよ

ばれている。フィジカルポイントは、ダ

ミヤンに全くダメージを与えなくても

時々刻々と減少し、競技時間終了で０点

となるようにも設定されていて（この基

礎点からダメージ量が逐一減点されてい

く）、ダミヤン救出の早さとやさしさが

同時に評価できる仕組みとなっている。

ダミヤンの救出状況は、「救出完了（ダ

ミヤンをガレキ内部から救助し搬送する

ための道路に救出できた状態）」、「搬送

完了（ダミヤンをロボットベースまで搬

送できた状態）」、「容体判定（ダミヤン

の識別因子に基づいて要救助者の容体を

救出完了より前に報告する課題。トリ

アージを想定。）」の３段階で点数化され

ている。この点数は「ミッションポイン

ト」とよばれており、競技終了時のフィ

ジカルポイントとミッションポイントを

合計した点数が「確定ポイント」として

「競技ポイント」となり、競技結果の定

量的な評価基準とされる。

今年のコンテストからの新たな取り組

みとして、救助を待つダミヤンへの「支

援物資提供」が導入された。救出を指示さ

れたダミヤンに支援物資を提供（図-4）す

ることで、ダミヤンの体力が回復し、提

供の早さに応じてフィジカルポイントに

加点されるというものである。競技では

ロボットを操作し、図-4のようにフィー

ルド上の特定の台に物資を設置すること

で支援物資の提供完了とみなされる。

図-4　今年のコンテストからの新たに導入され

た救助を待つダミヤンへの「支援物資提

供」の様子（ロボットに積載した箱状の支

援物資を特定の台に設置しようとしている

ところ）
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３．競技会の結果と表彰

今年のコンテストには24チームから応

募があり1)、競技会本選の進出（14チー

ム）をかけて、岡山と東京の２会場で

競技会予選が開催された。今年もレス

キューロボットコンテスト実行委員会、

神戸市、神戸サンボーホールが主催し、

東京エレクトロンデバイス㈱がゴールド

スポンサー、サンリツオートメイション

㈱がオフィシャルサプライヤーとして開

催された。そのほか、（公社）計測自動制

御学会システムインテグレーション部門、

（一社）日本機械学会ロボティクス・メカ

トロニクス部門、（一社）日本ロボット学

会、東京都立産業技術高等専門学校荒川

キャンパス、レスキューロボットコンテ

ストシーズ実行委員会が共催し、多くの

企業が協賛している1)。競技会の開催と

同時に、特に来場の子供たち向けに、防

災・減災、レスキューの大切さやロボッ

トの最新技術などを楽しみながら学んで

もらうための、様々な展示や参加型のイ

ベントも実施され1)、日本消防検定協会

からも出展した。本誌10月号で今年の出

展についても報告されているのであわせ

て参考とされたい。

3.1．岡山予選と東京予選の様子

令和元年６月30日（日）に、イオンモー

ル岡山おかやま未来ホールにて岡山予選

が実施された。岡山予選には17チームが

参加した1)。岡山予選の様子を図-5に示

す。２章で述べたように、競技中のミッ

ションポイントの中で、救出する際のダ

ミヤンの「容体判定」を行う課題が用意

されており、ダミヤンごとに５つの項

目※についての識別を行い、正解につき

点数が得られるものとなっている。ダミ

ヤンの発見、救出、搬送のための機能と

は別に、容体を判定するための機能やセ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　次の①～⑤の５項目の判定をする。胸のＱＲコードを読み取り、①歩行の可否、②負傷の有無を
判定する。ダミヤンが発する音（周波数）を解析し、③呼吸の有無を判定する。ダミヤンの鳴動パ
ターンを解析し、④脈動の有無を判定する。ダミヤンの目の色を識別し、⑤意識の有無を判定する。

図-5　岡山予選の様子
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ンサをロボットに搭載する必要があり、

全項目を判定するのが非常に困難な課題

となっている。これまでに筆者がみてき

た過去のコンテストでも全項目判定を達

成できたチームはなかったが、この岡山

予選ではじめて全項目判定を達成できた

チームがあったのが非常に印象的であっ

た。また、競技の解説者の一人として、

岡山市消防局特別高度救助隊副隊長の服

部良介氏も参加し、競技中のロボットに

よる救助活動に対する講評や、昨年度の

西日本豪雨災害の際の実際の救助活動の

経験や教訓に関するお話しもあり、大盛

況の競技会予選となった。

続いて令和元年７月７日（日）に、東京

都立産業技術高等専門学校荒川キャンパ

スにて東京予選が実施された。東京予選

には７チームが参加した1)。東京予選の

様子を図-6に示す。第12回のコンテスト

までは、関西地区の１会場での予選競技

会の開催であったが、第13回のコンテス

トから関東地区でも予選が開催されてい

る。こちらの予選競技も年々レベルが上

がっており、今年の東京予選の競技ポイ

ント上位のチームは、岡山予選の競技ポ

イント上位のチームと比べても遜色のな

い活動が行えていた。

3.2．競技会本選の様子

８月10日（土）、11日（日）に神戸サン

ボーホールにて競技会本選が実施され

た。競技会本選では、本選進出の全14

チームが参加するファーストミッション

が１日目に行われ、ファーストミッショ

ンの競技ポイント上位６チームが２日目

午後のファイナルミッションに進む。２

日目午前にはファーストミッション上位

６チームを除いた、残り８チームでセカ

図-6　東京予選の様子
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ンドミッションが行われ、セカンドミッ

ションの競技ポイント上位２チームが午

後のファイナルミッションに進む。つま

り、本選進出の14チームのうち８チーム

がファイナルミッションに進むことがで

きる。

ファーストミッションから、全ダミヤ

ンの救出、搬送はもちろんのこと、ダ

ミヤンの容体判定にも積極的に取り組

み、非常に高い正解率を達成するチーム

もみられ、レベルの高いパフォーマンス

が行われていた。図-7にファーストミッ

ションの様子を示す。１日目のファース

トミッションにおける上位６チームは、

「レスキューやらまいか」、「とくふぁ

い！」、「レスキュー HOT 君」、「がん

ばろう KOBE」、「大工大エンジュニア」、

「MCT」であった。２日目午前のセカン

ドミッションにおける上位２チームは、

「OUS/RT」、「長湫ボーダーズ」であった。

２日目午後に、この８チームが参加し、

ファイナルミッションが行われた。ファ

イナルミッションの様子を図-8に示す。

ファイナルミッションでは、実験フィー

ルド上のガレキやダミヤンの配置がさら

に難しくなり、迅速かつ正確なロボッ

トの操縦や臨機応変な活動が求められ

た。ファイナルミッションでは、残念な

がらダミヤンの容体判定において全項目

正解を達成するチームはみられなかった

が、例年に比べて、高い正解率を達成し、

かつ非常に効率的で繊細なダミヤンの救

出、搬送が実現されていた。特に、「大

工大エンジュニア」チームの自律搬送機

能（図-8左。３号機、４号機、５号機の

連携）や「とくふぁい！」チームの被災

地偵察用有線ドローンを搭載した１号機

の運用（図-8右）や、そのほかの２台の

ロボットによる信頼性の高いダミヤンの

救出、搬送活動など、例年以上に高いパ

フォーマンスを行えていたという印象を

受けた。また本選競技会中にも、岡山予

図-7　ファーストミッションの様子

（左 ：岡山市消防局特別高度救助隊副隊長の服部良介氏による競技の講評の様子、

右 ：足場が不安定な「家ガレキ」からのダミヤン救出の様子）　　　　　　　　　　　　　　
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選で好評であった岡山市消防局の服部良

介氏による講評も行われていた。

3.3．表彰結果

今年のレスコンの表彰結果

を表-1に示す。この結果は予

選から本選ファイナルミッ

ションまでの全競技の競技ポ

イントの結果と、参加応募時

に行われた書類審査の結果、

また各審査員の審査ポイント

を総合的に評価し、選定され

たものである。

消防庁長官賞は、徳島大学

ロボコンプロジェクトの「と

くふぁい！」チームが受賞し、

消防庁消防研究センターの長

尾一郎所長から表彰状と盾が

授与された（図-9左）。この

賞は、救助活動において、要

救助者の負担を軽減するための先進的な

科学技術を導入するという観点から選定

し、授与するものである。今年のレスコ

ンから新たに導入された支援物資提供、

図-8　ファイナルミッションの様子

（左 ： 「大工大エンジュニア」 チームのロボットによるダミヤンの自律搬送の様子、

右 ： 「とくふぁい！」 チームの被災地偵察用有線ドローンの飛行の様子）　　　　

表彰名 受賞チームまたは受賞者、受賞ロボット
（団体名）

レスキュー工学大賞、inrevium杯、
計測自動制御学会特別賞

大工大エンジュニア
（大阪工業大学モノラボロボットプロジェクト）

消防庁長官賞 とくふぁい！
（徳島大学ロボコンプロジェクト）

日本消防検定協会理事長賞 大工大エンジュニア
（大阪工業大学モノラボロボットプロジェクト）

ベストパフォーマンス賞、
日本機械学会ロボティクス・
メカトロニクス部門一般表彰

とくふぁい！
（徳島大学ロボコンプロジェクト）

ベストプレゼンテーション賞 MCT 中尾彩乃氏
（松江工業高等専門学校機械工学科）

ベストチームワーク賞 レスキューやらまいか
（静岡大学ロボットファクトリー）

ベストロボット賞
（日本ロボット学会特別賞）

大工大エンジュニア 4号機「Sagitta」、5号機
「Capella」
（大阪工業大学モノラボロボットプロジェクト）

ベストテレオペレーション賞
（サンリツオートメイション賞）

レスキューHOT君
（近畿大学ロボット工作研究会）

モビリティアイデア賞 MCT
（松江工業高等専門学校機械工学科）

第十五回競基弘賞2019年
レスキューロボットコンテスト奨励賞
（特定非営利活動法人
国際レスキューシステム研究機構）

レスキューやらまいか
（静岡大学ロボットファクトリー）

表-1　表彰結果



－26－

検定協会だより　令和元年11月

ダミヤンの容体判定、またダミヤンの救

出、搬送において、全ミッションで高度

に成功し、要救助者に対する負担軽減に

優れていた点を評価した。受賞チームの

写真を図-9右に示す。

日本消防検定協会理事長賞は、大阪工

業大学 モノラボロボットプロジェクト

の「大工大エンジュニア」チームが受賞

し、日本消防検定協会の蛯谷真明理事か

ら表彰状と盾が授与された（図-10左）。

この賞は、人々の安全、安心を支える防

火安全技術の観点からすぐれたロボット

技術により迅速なレスキュー活動を遂行

したチームに贈られるものである。この

チームは予選および本選１日目のファー

ストミッションで、ダミヤンの容体判定

において全項目正解を達成したチームで

あり、特に、音声解析システムなどの技

術を導入した高度な容体判定、迅速な物

資提供、自律ロボット誘導システムと

いった機能が安全・安心な活動に寄与し

ていた点を評価した。受賞チームの写真

を図-10右に示す。

レスコンで最も栄誉ある賞であるレス

キュー工学大賞は、日本消防検定協会理

事長賞と同じく「大工大エンジュニア」

チームが受賞した。ダミヤンの救出・搬

送の過程において、容体判定をほぼ確実

図-10　日本消防検定協会理事長賞受賞チーム：大工大エンジュニア（大阪工業大学モノラボロボットプロジェクト）

図-9　消防庁長官賞受賞チーム：とくふぁい！（徳島大学ロボコンプロジェクト）
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に行うとともに、本大会で導入された支

援物資の提供および段差路面の走破に成

功している点が他の審査委員からも高く

評価された。競技ポイントで評価される

ベストパフォーマンス賞は消防庁長官賞

を授与した「とくふぁい！」チームが受

賞した。ロボット工学の観点からもっと

も優れたロボットに与えられるベストロ

ボット賞（日本ロボット学会特別賞）は、

「大工大エンジュニア」チームの４号機

「Sagitta」、５号機「Capella」が受賞した。

実際の現場での運用を想定した、要救助

者の自律搬送とその誘導機能の実装と、

競技中にも実際に高いパフォーマンスが

実現できていた点が評価された。遠隔操

縦技術や遠隔操作システムの優れたチー

ムに与えられるベストテレオペレーショ

ン賞（サンリツオートメイション賞）は、

立体視による作業性向上を実用レベルま

で改良し、競技会でその有効性を実証し

ていた近畿大学ロボット工作研究会の

「レスキュー HOT 君」チームが受賞した。

この賞の特別審査員からは、実用レベル

に技術が高まりつつあると、高く評価さ

れていた。

このほかに、ＮＰＯ法人国際レス

キューシステム研究機構からの第十五回

竸基弘（きそいもとひろ）賞2019年レス

キューロボットコンテスト奨励賞を、静

岡大学ロボットファクトリーの「レス

キューやらまいか」チームが受賞した。

竸基弘賞は兵庫県南部地震で倒壊したア

パートの下敷きになり23歳の若さで亡く

なった、当時神戸大学大学院の博士前期

課程の１年生であった竸基弘氏にちなん

で設けられている賞である。手と足を用

いたコントローラなどユニークな遠隔操

作システムを開発したチャレンジ精神が

高く評価された。竸基弘賞は、大学院生、

大学学部生、高専生を対象とし、学術講

演会などにおける優秀な研究に対しても

表彰している。各賞の詳細や表彰結果の

詳細については、レスキューロボットコ

ンテストのホームページを参照されたい1)。

４．おわりに

本稿では、第19回レスキューロボット

コンテストの競技の概要と特徴、予選か

ら本選までの競技の様子と結果、本年の

消防庁および日本消防検定協会の特別共

催と表彰について紹介した。最近のレス

コンでは、VR 技術を使った土砂災害の

体験ができる展示など、地震災害だけで

なく、風水害の危険性を学び、防災意識

を高めるような新たな試みも行われてい

る。読者のみなさまも是非一度レスコン

に参加し、救助やロボット技術について

考えていただくきっかけとなれば幸いで

ある。

参考文献

１）レスキューロボットコンテストホー

ムページ：https://www.rescue-robot-

contest.org/19th-contest/about/
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国際会議報告ISO

ISO/TC21　国際会議報告

１．はじめに

ISO の 専 門 委 員 会（TC：Technical 

Committee）計324（解散、休止中を含

む。2017年３月現在）のうちの１つであ

る TC 21（消防器具）の国際会議は、傘

下の各 SC（Sub committee）の活動状況

及び他の機関等とのリエゾン報告等を行

うために、毎年開催国を変更して行われ、

今年は、ロシア（サンクトペテルブル

ク）で開催されました。

また、今年は、同時期に同じ会場に

おいて SC3（火災感知及び警報システ

ム）、SC5（水を使用する固定消火設備）、

SC6（泡・粉末消火剤及び泡・粉末消火

剤を使用する消火設備）、SC8（ガス消

火剤及びガスを使用する消火設備）及び

SC11（煙制御システム）の国際会議が

開催されました。

２．場所　　

会場：Peter the Great St. Petersburg 

Polytechnic University

（サンクトペテルブルク工科大学）

３．日時　

2019年９月６日（金） 9:30～11:30

４．出席者（日本）

島村氏（消防庁予防課）、阿部氏（SC3

国内委員長）、吉葉氏（SC5国内委員長）、

小川氏（SC6国内委員長）、井上氏（SC5/

WG8国内主査）、外野氏（TC21国内事務

局）、巴（検定協会）、君和田氏（通訳）

【参加国】

オーストラリア、イギリス、アメリカ、

ドイツ、カナダ、ロシア、キプロス、イ

タリア、中国、韓国、日本　計11ヵ国

（39名）

警報設備部感知設備課

主任検定員　巴　正博

＜TC21会議の様子＞



 検定協会だより　令和元年11月

－29－

５．議事概要

会議は、次のとおり行われた。

⑴　開会

議長（Keith Shinn）から開会の挨

拶があった。

⑵　出席者の確認

出席者リストの記入及び自己紹介。

⑶　決議事項編集委員の任命

Peter Thomas 氏 （ANSI） と Mark 

Hopkins 氏（ANSI） が ISO/TC21の

決議事項編集委員に任命された。

⑷　議事次第（案）の承認

議長が作成した議題（案）が承認

された。

⑸　前回 ISO/TC21シカゴ会議（2018

年開催）の決議事項の確認

2018年に開催された ISO/TC21シ

カゴ会議の決議事項の確認を行った。

⑹　ISO 行動規範について

議長から、ISO 行動規範について

説明があった。

⑺　ISO/TC21国際事務局報告

事務局より、各 SC のコンビーナ

の任期と各 SC が取り組んでいる規

格の改正状況について報告があり、

当該報告書が承認された。

⑻　リエゾン報告

ISO/TC21と連携している下記の

リエゾン先から公式なリエゾン報告

がなかったが、今後も継続的にリエ

ゾンを維持することの必要性等につ

いて議論があった。

①　TC8/SC1については、現在、リ

エゾンを継続しているため取り消

し線を消し、リエゾン関係を継続

することにする。

②　ISO/TC92/SC4　Fire safety 

engineering に つ い て は、SC6、

SC8、Act ive  F i re  Protect ion 

System 等で関係している。火災

リスク計算等にも関連するので、

TC21としてリエゾンを継続する

べきである。ISO/TC21とのリエ

ゾンはかなり大規模な作業であり、

いったん持ち帰って、関連性を検

討することとなった。

③　EUROFEU については、SC3は

リエゾンを継続しないとの報告が

あった。

④　ISO/TC8/SC1 の「Life saving 

and fire propection」の名称が最近

変更されたとの指摘があり、確認

することとなった。

【リエゾン先リスト】

ア　ISO/TC21へのリエゾン

・IEC/TC79　Alarm and electronic 

security systems （w. SC3）

・ISO/TC43/SC1　Noise （w. SC3）

・ I SO/TC58/SC2　Cy l i n de r 

fittings （w. SC8）

・ I SO/TC58/SC3　Cy l i n de r 

Design （w. SC2, SC5, SC8）

・ISO/TC92/SC4　Fire safety 

engineering （w. SC3, SC5, SC 11）
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・ISO/TC153　Valves （w. SC5）

イ　ISO/TC21からのリエゾン

・ISO/TC8/SC1　Life saving and 

fire protection 

・ISO/TC58　Gas Cylinders （w. 

SC8）

・ISO/TC58/SC3　Cylinder Design 

（w. SC2）

・ISO/TC92/SC4　Fire safety 

engineering （w. SC 3, SC 5,SC 11）

・ISO/TC153　Valves （w. SC 5）

ウ　国際機関等とのリエゾン

・EUROFEU

・EURALARM

・ILO

・UNECE

⑼　各 SC からの報告

①　SC2（携帯用消火器）

SC2では、過去２年間で会議を

開催していないことが報告された

のに対して、ISO/TC21事務局か

ら、作業中のプロジェクトがある

はずなのになぜ活動していないの

か、また、コンビ―ナの決まって

いない作業部会（WG：Working 

Group）もあることについて指摘

があるなど、今後の活発な作業が

期待された。

②　SC3（火災感知及び警報システム）

SC3議長から、下記について報

告があった。

・2019年９月４日に開催し、23名

が出席したこと。

・SC5の電気制御式スプリンク

ラーとの接続等を包含するため、

ISO7240-13（機器の相互接続

性の評価）の適用範囲を変更す

る予定であること。

・WG24（ビデオ火災感知器）で

ISO7240-29（ビデオ火災感知

器）、TS7240-30（ビデオ火災

感知器の設置基準）の改定作業

が順調に進行中であること。

・CEN/TC72か ら 欧 州 規 格 の

新たな製品認証方法（OPEN 

DESCRIPTORS）について紹介

があったこと。

③　SC5（水を使用する固定消火設備）

SC5議長から、下記について報

告があった。

・2019年９月５日に開催し、20名

が出席したこと。

・スプリンクラー規格の統合及び

バルブ規格の統合が進行中であ

ること。

・耐震性に関する要求事項を作成

すること。

④　SC6（泡・粉末消火剤及び泡・

粉末消火剤を使用する消火設備）

・ISO excellence award として SC6

メンバーの３名が受賞したこと。

⑤　SC8（ガス消火剤及びガスを使

用する消火設備）

・2019年９月５日に開催し、30名
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が出席したこと。

・キッチンシステムについては、

TC8/SC1/WG3との船舶関係と

してリエゾンを継続すること。

⑥　SC11（ガス消火剤及びガスを

使用する消火設備）

・2019年９月４日に開催したこと。

・ISO21927-3（煙及び熱排出の

動力換気装置の仕様）の改定作

業は、技術的な変更のための手

順が必要になり、制定が予定よ

り遅れる場合があること。

⑽　サンクトペテルブルク工科大学の

紹介

Vitalii Sergeev 氏よりサンクトペ

テルブルク工科大学を紹介するプレ

ゼンがあり、議長から代表して謝辞

が述べられた。

⑾　ISO 専門業務用指針の最近の変更

①　事務局の名称が「Committee 

Secretary（委員会事務局（又は

幹事））から「Committee Manager

（委員会マネージャー）」に変更

されること。

②　BSI では、ISO 規格の国内規格

としての取り込み（共通規格とし

て採用するかどうかも含めて）を

2030年までに決めないといけない

こと（国際的に共通する規格とし

て運用可能かどうかなど）。ISO

事務局から各国にヒアリングを

しているが、BSI でもビジョンや

ミッションについても議論してい

る状況であることが報告された。

（DRAFT of ISO strategy 2030）

⑿　TC 21ビジネスプランについて

TC 21のビジネスプランは2016年

以降、更新されていない。次回、こ

の修正について議論するため、コメ

ントを求めること。

⒀　次回の会議について

次回は、中国（上海）で、2020年

９月７～11日に開催されることが決

定した。

⒁　決議事項の承認

本会議における次の決議事項が会

議中にまとめられ、承認された。

【決議事項154（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、会場、ランチ、ディ

ナーイベント及びテクニカルツアー

等に関してサポートをしてくれ

た Gefest Enterprise Group、Argus-

Spectrum International 及びサンクト

ペテルブルク工科大学に感謝する。

【決議事項155（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、 会 議 の 議 題 案

（N699）を承認した。

【決議事項156（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、2018年のシカゴ会

議の決議事項（N678）を確認した。

【決議事項157（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、事務局報告（N700）

を承認した。

【決議事項158（St. Petersburg 2019）】
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ISO/TC21は、ISO/TC92/SC4との

リエゾン関係を確立することを承

認した。また、TC21/SC5事務局を、

リエゾン委員とすることに承認した。 

【決議事項159（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC2 は、SC2、SC3、SC5、

SC6、SC8及び SC11の報告を承認した。

【決議事項160（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21及び各 SC は、ISO 行動

規範を受け入れ、遵守することに同

意する。

【決議事項161（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、ISO 専門業務用指

針の最近の変更に関する文書がオン

ラインで入手可能であり、委員会の

メンバーは参考にする必要がある。

【決議事項162（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、各 SC に配布され

た現行ビジネスプランについて再検

証し、修正等のコメントは、次の会

議で議論し見直すこととした。

【決議事項163（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、事務局等が会議等

の参加者を正確に把握するために、

今後、ISO オンライン登録を使用す

る必要があることに同意する。

【決議事項164（St. Petersburg 2019）】

ISO/TC21は、中国（SAC）の招

待を受け入れ、中国の上海で次の国

際会議及び SC 会議を開催する。期

間は2020年９月７～11週の予定。

⒂　閉会

＜TC21開催後＞

●会場前にて撮影（サンクトペテルブルク工科大学）
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協会情報
NS

警報設備部感知設備課

屋外警報装置等の品質評価細則

を制定する規程について

１．はじめに

日本消防検定協会では、「屋外警報装置等の設置・維持の指導要領及び屋外警報装置

に係る技術ガイドラインについて（通知）（平成31年消防予第161号）」（以下「ガイドラ

イン」という。）が発出されたことに伴い、屋外警報装置等の品質評価を公正かつ能率

的に実施するために、新たに「屋外警報装置等の品質評価細則」を制定いたしました。

２．制定の概要について

　⑴　ガイドラインの運用方針について

　⑵　型式評価試験の方法

　⑶　型式適合評価の方法

３．施行日

　　令和元年10月１日
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日直

おしらせ

提言、アイデア、経験等
事故防止及び安全対策に係わる提
言、アイデア、経験等に関するもの

◇ 令和元年度 ◇ 

 
 

 

消防庁の統計によると、平成３０年中の危険物施設における事故発生件数は６０９件

で、これは、平成元年以降で最も事故が少なかった平成６年と比較すると、危険物施設は

減少しているにも関わらず、約２倍に増加しており、事故の発生状況は過去最多となって

います。

このようなことから、今後も事故防止対策に取り組んでいく必要があり、安全で快適な

社会づくりに向けて、危険物の製造、貯蔵、輸送、取扱いに係る事故防止を図ることを目

的として、広く論文を募集します。危険物に係る事故防止や安全対策に関し、皆様の積極

的なご応募をお待ちしております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険物、少量危険物及び指定可燃物に係わる安全
危険物、少量危険物及び指定可燃物の貯蔵、取扱い及び輸送に係わ
る安全について

職場等の安全対策
職場等における事故防止対策、安全
活動等の自主的な取り組みに関す
るもの

事故の分析
危険物施設において発生した事故の原
因調査及び事例を分析、または、教訓
とした、事故の発生防止対策、被害の
拡大防止対策に関するもの

安全の科学技術
事故の防止対策及び対応策に関する科学技術の基
礎及び応用に関するもの

事故の拡大防止
実際に経験した事故等における対応
をふまえ、事故の拡大防止について
考察したもの

事故防止に係わる知見の蓄積・教育方法
事故防止の観点からとらえられた危険物の貯蔵・取扱
い上のノウハウの整理・分析事例及び教育（伝達）事
例について

事故防止対策・安全対策に関するその他のもの

論文のテーマ 危険物に係る事故防止や安全対策に関するもの。 

 

応募資格 特に制限はありません。どなたでも応募できます。

安全対策技術
設備、機器等の検査技術に関する安全対策
事故に関与するハザード（例えば、設計・整備・
清掃不良、腐食、静電気火花）を除くための防止
対策及び対応策に関するもの

令和２年１月３１日（金） 必着! 

危険性評価手法
危険物施設等のハザードを抽出し、危険性
を評価する手法の活用例

どのテーマがいい
かな？？

 

応募締切 



あて先及びお問い合わせ先 

主 催 消防庁、危険物保安技術協会 

協 賛 全国消防長会、一般社団法人日本化学工業協会、石油化学工業協会、石油連盟

電気事業連合会、一般社団法人日本鉄鋼連盟、一般社団法人日本損害保険協会

公益社団法人日本火災学会、全国石油商業組合連合会（順不同）

 

学識経験者、関係行政機関の職員等による審査委員会において、厳正な審査を行います。 

 

 

受賞の表彰式は、危険物安全週間（令和２年６月の第２週）中に東京で開催される、危険物安全大会におい

て行います。 
 

 

 

① 論文は、日本語で書かれたもので未発表のものに限ります。ただし、限られた団体、組織内等で発表

された場合は応募可能とします。（一部に限り、既発表の部分を使用する場合は、その旨を本文中に

明記してください。）受賞論文は、危険物保安技術協会のホームページに発表されますので、必要に

応じて関係者の事前の了解を取ることをお願いします。また、著作権等の問題を生じないようご留意

ください。 

② Ａ４字数換算： ページあたり 字× 行程度１枚以上１０枚以内程度としてください。なお、

図表及び写真は、文中への挿入、本文と別に添付のいずれも可能です。ただし、本文と別に添付する

場合に、字数換算をＡ４ ページあたり 字程度で行い、全体を１０枚相当分以内程度とし

てください。 

③ 論文の概要を添付してください。 

④ 論文は、「論文タイトル」、「氏名（ふりがな）」、「連絡先（住所、電話番号、 番号、

アドレス）」及び受賞論文発表時に明記する勤務先等がある場合の「勤務先名称及び所属」を記載し

た用紙を添付のうえ次のあて先（ 可）までお送りください。 

⑤ 共同で取り組んでいる活動の場合には、連名の応募も可としますが、代表者が分かるように記載くだ

さい。 

⑥ 論文は、返却いたしません。 

 

 

 

危険物保安技術協会 事故防止調査研修センター 

〒１０５－０００１  

東京都港区虎ノ門４－３－１３ ヒューリック神谷町ビル 
 

Tel ０３－３４３６－２３５６   Fax ０３－３４３６－２２５１  

http://www.khk-syoubou.or. jp/ 

制作：危険物保安技術協会 

消防庁長官賞 賞状及び副賞（２０万円） ＜２編以内＞ 

危険物保安技術協会理事長賞 賞状及び副賞（１０万円） ＜２編以内＞ 

奨励賞 賞状及び副賞 （２万円） ＜若 干 名＞ 

※ 副賞は危険物保安技術協会からお渡しいたします。 
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日直

おしらせ

有効期限を経過した受託評価品目

【非常電話】

型　式　番　号
承認
年月日

住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 依　　頼　　者
有効期限の
終期日

認評放
第２１～７～２号

H26.6.17
神奈川県横浜市西区みなとみらい２丁目３番
３号

株式会社日立情報通信
エンジニアリング

R1.6.16

認評放
第２２～５～２号

H26.10.15
神奈川県横浜市西区みなとみらい２丁目３番
３号

株式会社日立情報通信
エンジニアリング

R1.10.14

上記の機械器具等が、型式に係る有効期限を経過しましたのでお知らせします。

上記の機械器具等は、有効期限の終期日以降、当該型式に基づく製品について新たに当協会の型式適合評価を受

け、合格表示が行われることはありません。

既に設置され又は型式適合評価を受け合格表示が行われた上記の機械器具等については、型式適合評価時におい

て基準への適合性が確認されており適正な設置及び維持管理がされていれば、当該有効期限の経過による使用への

影響はありません。
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協　会　通　信

協　会　通　信

検定協会だより　令和元年11月

■■業界の動き■■
-会議等開催情報 -

◆（一社）日本火災報知機工業会◆

○業務委員会（令和元年10月24日）

・令和元年９月度　理事会概要報告

・住宅用火災警報器関連の報告他

　　検定申請個数等の定例報告

・消防機器等製品情報センター運営会議

議事概要について

・事務局長会議議事概要について

・令和元年度消防機器開発普及功労者表

彰受賞者の決定及び表彰式の開催につ

いて

・委員長連絡会報告

○メンテナンス委員会

 （令和元年10月15日）

・維持運用管理手法小委員会報告

・点検実務検討小委員会報告

・委員長連絡会報告

　　　

○技術委員会 （令和元年10月17日）

・火報システム技術検討小委員会報告　

　　　　

・住警器設置・交換ガイドブック作成

WG 報告

・検定細則等への意見について

・委員長連絡会報告

○設備委員会 （令和元年10月24日）

・設備性能基準化小委員会報告

・工事基準書改訂小委員会報告

・委員長連絡会報告

○システム企画委員会

 （令和元年10月24日）

・火報関連システムとの連携調査小委員

会報告

・火報システム自主管理専門委員会報告

・委員長連絡会報告

○住宅防火推進委員会

 （令和元年10月23日）

・交換推進 WG について

・令和元年度住警器等の贈呈式・講演会

報告について

・北陸・中部ブロック市町村女性防火ク

ラブ幹部地域研修会報告

・遠野市消防フェア報告について

・第46回国際福祉機器展報告について

・滝野川ファイアーフェスティバル報告

について

・住宅用火災警報器検定申請数について

・お客様電話相談室受付結果について

・委員長連絡会報告

◆（一社）日本消火器工業会◆

○第７回企業委員会

 （令和元年10月18日）

・消火器の申請・回収状況

・消火器リサイクル推進センターからの

報告

・引取証明書および廃棄証明書の発行に

ついて
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○第４回理事会・総務合同会議

 （令和元年10月21日）

・定例報告

・令和元年度消防庁長官表彰決定通知に

ついて

・令和元年度社会貢献事業 住宅用消火

器配布事業について

・消火器リサイクルシステム「基本規定

第４版」発効について

・社会実験用シール消火器の処理につい

て

◆（一社）日本消火装置工業会◆

○第401回技術委員会

 （令和元年10月２日）

・消火設備に関する課題等についての要

望書の内容について

・特殊消火設備の設置基準に係る検討部

会・ＷＧについて

・その他

○第183回第一部技術分科会

 （令和元年10月18日）

・審議依頼 水系消火設備の改修工事の

耐圧試験について

・住宅防火検討ＷＧの進め方等について

・ハウジング形継手について

・その他

○第178回第二部技術分科会

 （令和元年10月16日）

・第17回合同委員会について

・ＰＦＯＡ対応ＷＧについて

・泡消火設備の点検基準について

・その他

○第160回第三部技術分科会

 （令和元年10月15日）

・消火設備に関する課題等についての要

望書について

・ハロゲン化物消火設備警報標識版、自

主認定基準の改訂について

・その他

◆（一社）日本消防ポンプ協会◆

○総務委員会 （令和元年10月30日）

・全国消防機器協会事務局長会議等の報

告について

・働き方改革 年度繰越台数調査につい

て

・日本消防ポンプ協会 組織図について

・可搬消防ポンプに係る表記について

・1.5t 未満水槽車に係る緊援補助金につ

いて

・吸管技術委員会のアンケート調査につ

いて

・業務の効率化について

・その他

〇吸管技術委員会 

 （令和元年10月28日）

・消防用吸管に係るアンケート調査につ

いて

・その他
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■■人事異動■■
◆総務省人事異動（抜粋）◆

○令和元年10月１日付

（氏名） （新） （旧）

〔　大　臣　官　房　〕

青山　澄風 秘書課
出向
【消防庁総務課へ】

佐藤　詩織 【併任　消防庁総務課】 大臣官房秘書課 

亀田　朋未 出向
【併任解除】
【消防庁国民保護・防災部防災課
防災企画係長へ】

大臣官房秘書課主査　併任　消防
庁国民保護・防災部防災課 

〔　自　治　財　政　局　〕

安部　真奈美 公営企業課準公営企業室 消防庁総務課 

白倉　隆之介 出向
【消防庁総務課へ】

自治財政局財政課 

◆消防庁人事◆

○令和元年10月１日付

（氏名） （新） （旧）

白倉　隆之介 総務課 総務省自治財政局財政課

安部　真奈美 出向
【総務省自治財政局公営企業課準
公営企業室へ】

総務課

青山　澄風 総務課 総務省大臣官房秘書課

野崎　みのり 併任解除 総務省大臣官房秘書課　併任　総
務課

佐藤　詩織 併任　総務課 総務省大臣官房秘書課

山口　　誠 消防・救急課救急企画室救急企画
係長

東京消防庁麻布消防署総務課教養
担当係長

安井　智彦 出向
【総務省関東管区行政評価局評価
監視部評価監視調査官へ】

国民保護・防災部防災課防災企画
係長
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亀田　朋未 国民保護・防災部防災課防災企画
係長
併任解除

総務省大臣官房秘書課主査 併任 
防災課

長尾　将亨 国民保護・防災部防災課広域応援
室航空係長

東京消防庁豊島消防署警防課救急
技術担当係長

鈴木　佐夜香 総務課研究官
併任　消防大学校消防研究センタ
ー技術研究部研究官

消防大学校消防研究センター技術
研究部研究官

吉田　祐一 消防大学校消防研究センター技術
研究部

○令和元年10月７日付

（氏名） （新） （旧）

横山　雅洋 【併任　外務省大臣官房（即位の
礼準備事務局）（～ R1.10.11）】

消防大学校庶務課

○令和元年10月12日付

（氏名） （新） （旧）

海野　　瑛 【併任　外務省大臣官房（即位の
礼準備事務局）（～ R1.10.25）】

消防大学校庶務課
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型式承認
種　　　　　　　　別 型　式　番　号 申　　請　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

承認
年月日

小型消火器

消第
２０１９～７号

日本ドライケミカル
株式会社

住宅用粉末 （ＡＢＣ）　１．５ｋｇ （蓄圧式、 鉄製） R1.9.24

消第
２０１９～８号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　３．０ｌ （蓄圧式、 鉄製） R1.10.3

消第
２０１９～９号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　３．０ｌ （蓄圧式、 鉄製） R1.10.3

ＧＰ型３級受信機
受第
２０１９～１４号

パナソニック
株式会社

交流１００Ｖ、 外部配線抵抗１５Ω R1.9.10

光電式
住宅用防災警報器

住警第
２０１９～１５号

ニッタン株式会社
電池方式、 ２種 （ＤＣ３Ｖ、 ３００ｍＡ）、 自動試
験機能付

R1.10.4

閉鎖型
スプリンクラーヘッド

ス第
２０１９～１８号

千住スプリンクラー
株式会社

可溶片型Ｃ７２、 呼称１５ （標準ｒ２．８、 上向き） R1.9.13

品質評価　型式評価
種　　　　　　　　別 型　式　番　号 申　　請　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

承認
年月日

消防用ホース

H ０４２５ＥＣ１１Ａ
株式会社
横井製作所

平、合成樹脂、使用圧１．６、呼称５０ （シングル、
ポリエステル ・ポリエステルフィラメント綾織、 円織）

R1.9.4

H ０４２５ＦＣ１２Ａ
株式会社
横井製作所

平、合成樹脂、使用圧１．６、呼称６５ （シングル、
ポリエステル ・ポリエステルフィラメント綾織、 円織）

R1.9.4

H ０４２１ＤＣ０６Ａ
株式会社
横井製作所

平、合成樹脂、使用圧０．７、呼称４０ （シングル、
ポリエステルフィラメント ・ ポリエステルフィラメント綾織、
円織）

R1.10.15

H ０３２４ＦＣ１４Ａ 帝国繊維株式会社
平、合成樹脂、使用圧１．３、呼称６５ （シングル、
ポリエステルフィラメント ・ ポリエステルフィラメント綾織、
円織）

R1.10.18

H ０３２４ＦＣ１５Ａ 帝国繊維株式会社
平、合成樹脂、使用圧１．３、呼称６５ （シングル、
ポリエステル ・ポリエステルフィラメント綾織、 円織）

R1.10.18

予備電源
品評予第
２０１９～３号

パナソニック
株式会社

受信機用 （密閉形ニッケル ・水素蓄電池）
１．６５Ａｈ／５ＨＲ

R1.9.26

特殊消防ポンプ自動車
又は特殊消防自動車
に係る特殊消火装置

ＭＬ Ｌ ＡⅡ５－
３０ＳＥＬ１－１

株式会社モリタ はしご付消防ポンプ自動車 R1.9.24

Ｍ Ｌ Ｌ ＡⅡ５－
３０ＷＥＬ１－１

株式会社モリタ はしご付消防ポンプ自動車 R1.9.27

ＭＬＬⅡ４－３０
ＷＥＬ１－１

株式会社モリタ はしご付消防ポンプ自動車 R1.10.16

消火設備用消火薬剤
品評剤第
２０１９～２号

株式会社
初田製作所

第三種浸潤剤等入り水 R1.9.11

新たに取得された型式一覧
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認定評価　型式評価
種　　　　　　　　別 型　式　番　号 申　　請　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

承認
年月日

放水型ヘッド等を用
いるスプリンクラー設
備 ・放水部

Ｓ００２Ｈ００３ ホーチキ株式会社
可動式ヘッド （小型ヘッド）、 大規模放水銃、
ＧＡＳ３６２５ＤＥＪ

R1.6.4

屋内消火栓設備の屋
内消火栓等 ・ 広範囲
型２号消火栓

認評栓第
２０１９～３号

株式会社
大東製作所

壁面設置型折畳み等収納式　呼称２５ R1.9.26

屋内消火栓設備の屋
内消火栓等 ・ ノズル

認評ノ第
２０１９～７号

株式会社
北浦製作所

広範囲型２号用ノズル （受け口 ・ ねじ式 ・ 呼称
２５）

R1.10.24

認評ノ第
２０１９～８号

株式会社
北浦製作所

２号用ノズル （受け口 ・ねじ式 ・呼称２５） R1.10.24

認定評価　型式変更評価
種　　　　　　　　別 型　式　番　号 申　　請　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

承認
年月日

非常警報設備 ・ 非常
電話

認評放第
２７～１９～１号

株式会社日立情報
通信エンジニアリング

ＡＣ１００Ｖ R1.9.26



検定協会だより　令和元年11月

－66－

令和元年10月

検定対象機械器具等申請一覧表
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令和元年10月

性能評価申請一覧表

受託評価等依頼一覧表
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令和元年10月
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印刷　株式会社　三州社

検定協会だよりはホームページでもご覧になれます。
当該刊行物にご意見・ご要望・ご投稿がありましたら、本所の企画研究部情報管理課検定協会だより事務局までお問い合わせください。

e-mail：kikaku＠jfeii.or.jp　　専用 FAX  0422-44-8415

http://www.jfeii.or.jp

検定協会では、消防用機械器具等について検

定及び受託評価を行い、性能の確保に努めてい

るところですが、さらに検定及び受託評価方法

を改善するため、次の情報を収集しています。

心あたりがございましたら、ご一報下さいます

ようお願いします。

（1）　消防用機械器具等の不作動、破損等、性

能上のトラブル例

（2）　消防用機械器具等の使用例（成功例又は

失敗例）

連絡先　東京都調布市深大寺東町 4-35-16

日本消防検定協会　企画研究課

電　話　0422-44-8471（直通）

E-mail

<kikenka@jfeii. or. jp>

検定協会からのお願い

本　　　　所　　〒182-0012　東京都調布市深大寺東町 4-35-16
　　　　　　　　　　　　　 TEL　0422-44-7471㈹　　FAX　0422-47-3991　

大 阪 支 所　　〒530-0057　大阪市北区曽根崎 2-12-7　清和梅田ビル４階
　　　　　　　　　　　　　 TEL　06-6363-7471㈹　　FAX　06-6363-7475

虎ノ門事務所　　〒105-0001　東京都港区虎ノ門 2-9-16　日本消防会館 9 階
　　　　　　　　　　　　　 TEL　03-3593-2991　　　FAX　03-3593-2990　

10月31日（木）未明に世界文化遺産「首里城
跡」に復元されていた首里城（那覇市）で火災が発
生し、正殿など７棟の建物が焼失しました。消火活
動中の映像を観ると火勢の強さと延焼の早さに驚か
され、柱や屋根が崩れ落ちる様子は見るに堪えませ
んでした。火災から１週間経過した現在も火災の原
因調査が行われており、また、様々な課題があるよ
うですが、再建に向けた取組が始まっているようで
す。

地球環境や防災など様々な分野の研究開発に貢献
したスーパーコンピューター「京」（けい）が約７
年の運用を終えて後継の「富岳」（ふがく）にバト
ンタッチすることになり、「京」に用いられていた
CPU（中央演算処理装置）やメモリーなどが搭載さ
れたボードが全国の科学館や博物館、大学などの
13施設に贈られたそうです。「富岳」は「京」の約

100倍という世界最高水準の処理能力を目指してお
り、気候変動や自然災害対策などの研究への貢献が
期待されます。

さて、今月号では、東京消防庁消防総監の安藤俊
雄様には巻頭のことばを、消防庁総務課からは「令
和２年度消防庁重点施策について」を、消防庁消防
研究センターからは「第19回レスキューロボット
コンテストにおける特別共催と表彰」をご寄稿いた
だき、誠にありがとうございました。

12月号では、消防庁消防大学校長の牧慎太郎様
には巻頭のことばを、ISO TC21 SC5分科会委員
長の吉葉裕毅雄様からは「ＩＳＯ国際会議（ISO/
TC21/SC5）の報告（仮題）」を、東京消防庁から
は「規制対象物における火災発生状況（仮題）」を
ご寄稿いただき、当協会からは「新規型式承認状
況・検定申請状況」などを掲載する予定です。
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